



連合は，内部に境界線のない自由，安全および正義の領域 (an area of free-
dom, security and justice without internal frontiers) を連合市民にもたらし，
そこにおいては，対外国境管理，亡命者庇護，移民および犯罪の防止と撲






































































進，EC から EU への移行（Civilian Power から Normative Power への飛躍）を


















２００９年，欧州委員会が Europe on the move シリーズの一環として発刊した



















PCD (Policy Coherence for Development) という視角から Development-Migration






  PCD の模索―Migration Factor の発見
OECD/DAC のイニシアティブを待つまでもなく，EU 開発協力政策にとっ










てであった。とはいえそこでも PCD の問題は，EU 開発協力政策における実
践的主導原理として提起された＜3Cs＞ (Complementarity, Coordination, Coher-










開発目標 (MDGs, Millennium Development Goals) を南北開発協力における新た
な目標として定着させることにより，EU は，それを挺子として PCD の推進
を一挙に加速していったのである。その軌跡は以下に概観するように，（１）ミ
レニアム開発目標の達成という，具体的かつ国際的なコンセンサスへの貢献を





２００５年４月，欧州委員会は Policy Coherence for Development: Accelerating
progress towards attaining the Millennium Development Goals と題するコミュニ
ケーションを発出した。それは，同年９月に開催が予定されていたミレニアム
開発目標／レビュー・サミットに向けた準備作業の一環であり，PCD という












とする開発投資の促進。③ “brain drain” から “brain gain” への転換。④移民送
出国の社会・経済的発展の促進に向けた transnational communities 構築の支援
・強化／ “circular migration” の推進。⑤開発途上国相互間における南々移民の
推進。
２００５年１１月，ブリュッセルを拠点とする EU 主要機関，すなわち EU 閣僚
理事会，欧州委員会，および欧州議会は The European Consensus on Development
と題する共同宣言を採択した。同宣言では，ミレニアム開発目標の達成に向け















２００９年９月，欧州委員会は，2009 EU Report on Policy Coherence for Devel-






















































































成されるシェンゲン協定 (Shengen Agreement, Shengen I) である。さらにそれ
から５年後の１９９０年６月，同じく５カ国は，全１４２条から構成されるシェン





























外第三国から EU に越境移動する＜非 EU 加盟国国民の域内自由移動＞
をどのように規定するかという問題であった。この点に関して，１９７３
年に EU 加盟をはたしたイギリス，アイルランド，デンマークの３カ国










域 (Common Travel Area) の維持――は死活的な重要性をもった。デン






































































































































いわゆるアムステルダム条約（正式名称は Treaty of Amsterdam Amending the











領域＞(AFSJ, an area of freedom, security and justice) として EU を維持し，
発展させる」旨が新たに謳われた（第２条）。





















































































かりやすい原理に基づくものであり，かつ EU による保護あるいは EU
へのアクセスを求める人々に対して，それを保証するものでなければな
らない。








Approach) が必要である。その意味で，EU 加盟国のみならず EU（欧州
委員会）は，域内および域外政策の展開において，よりいっそうの





































でと異なり，柔軟かつ積極的なアプローチ (proactive approach) を共通政策と
して展開すべきである。（５）移民問題は多元的な現象であり，EU 共通移民政
策は，appropriate policy mix に基礎づけられなければならない。（６）新たに


























において，次のように EU 移民政策を EU 対外関係の全体的文脈に位置づける
ことを宣言した。――（タンペレ欧州理事会の議長総括に則り）EU は，長期
的目標として，不法移民を生み出す根本原因 (root causes) の除去に向けた一元














２００２年１２月，欧州委員会は，Integrating migration issues in the European

















































２００３年６月，欧州委員会は，Immigration, integration and employment と題す
るコミュニケーションを発出した。それは，２００２年１２月に発出された Migra-






























２００４年６月，欧州委員会は，Area of Freedom, Security and Justice: Assessment























































ハーグ・プログラム (The Hague Programme : strengthening freedom, security














ついで一般的指針 (General Orientations) として，以下の諸原則が謳われた。
（１） ハーグ・プログラムは，あくまでもタンペレ・プロセスを基礎としたう
えで，実践的なアプローチを模索するものである。



















採択した European Security Strategy: A Secure Europe in a Better World は，危
機管理という観点から安全の強化を図るものである。（３）正義の強化：European
Area for Justice の構築に向けて，刑事のみならず民事の分野における司法協力
の推進が求められる。（４）対外関係の強化：①欧州理事会は，欧州委員会およ
び EU 閣僚理事会事務総長／EU 共通外交安全保障政策上級代表に対して，
２００５年末までに，AFSJ の対外的側面をすべて網羅した戦略文書を作成するよ
う求める。②AFSJ の構築に向けて EU は，保持するすべての権能を活用して
一元的かつ整合的な政策展開を図るべきである。ただしその際，次の諸点に留






２００５年８月，EU 閣僚理事会と欧州委員会は共同で Action Plan implementing
the Hague Programme on strengthening freedom, security and justice in the Euro-
pean Union を策定した。それは，ハーグ・プログラムのマンデイトに基づき，









２００５年９月，欧州委員会は，Migration and Development : some concrete ori-
entations と題するコミュニケーションを発出した。それは文字通り，欧州委
員会が２００２年に発出した Migration and Development の具体化を図るものであ
り，その基本的な問題意識は，以下のとおりである。――（１）Migration -








２００５年１１月，欧州委員会は，Priority Actions for responding to the challenges





２００５年１２月１日－２日，EU 閣僚理事会は，A Strategy for the External Di-
mension of JHA : Global Freedom, Security and Justice と題する文書を採択した。
それは，テロリズム，組織犯罪，そして移民の流入に対する強い危機意識に促
されるものであり，全１４パラグラフにわたり，次のように EU が AFSJ の構
築に向けて strategic and coordinated approach を展開するよう訴えるものであっ
た。――（１）EU は，JHA を対外関係における最優先課題と位置づけ，

















係にある。（７）AFSJ という視点からの EU 対外関係の展開は，欧州理事会が





for responding to the challenges of migration をフォロー・アップするものとし

























（３） EU は AU (African Union) との政治対話において，移民問題を優先課題
とする。








２００６年１１月，欧州委員会は，The Global Approach to Migration one year on:
Towards a comprehensive European migration policy と題するコミュニケーショ
ンを発出した。それは２００５年１２月に欧州理事会が採択した Global Approach





２００７年５月，欧州委員会は，Applying the Global Approach to Migration to the
Eastern and South-Eastern Regions Neighbouring the European Union と題するコ
ミュニケーションを発出した。それは，２００５年１２月に欧州理事会が採択した
Global Approach to Migration の（地理的）適用範囲を，EU に隣接する＜東部
および南東部＞地域へと拡大するよう提案するものであった。
２００７年５月，欧州委員会は，On Circular migration and mobility partnerships
between the European Union and third Countries と題するコミュニケーションを






Global Approach の地理的範囲の拡大，および強化を図る (Extending and En-












は，EU と当該域外第三国との協力関係の実績，および個々の EU 加盟国の労
働市場が有するニーズを反映するものでなければならない。（６）EU と域外第






２００８年６月，欧州委員会は，A Common Immigration Policy for Europe: Princi-












２００８年９月２５日，EU 閣僚理事会は，European Pact on Immigration and Asy-
lum に合意し，１０月に開催予定の欧州理事会において最終的な承認を求める
ことが決定された。なおこの EU 閣僚理事会では，域外第三国からの高度技能
労働者の受け入れ条件（入国および居住）に関する指令 (Blue Card Directive)
についても合意された２４）。
２００８年１０月，欧州委員会は，Strengthening the Global Approach to Migration:
Increasing Coordination, Coherence and Synergies と題するコミュニケーション
を発出した。それは目前に迫った European Pact on Immigration and Asylum 採
択に向けた準備作業の一環であり，その根底には，基本的問題意識として域外
第三国から EU に向かおうとする移民圧力の削減に焦点を絞った security-
centred approach からの脱却が存在した。
２００８年１０月１５日－１６日，ブリュッセルで欧州理事会が開催され，EU２７
カ国の首脳は，European Pact on Immigration and Asylum（全１５ページ）を採
択した。議長総括によれば，それは（１）移民のもたらす可能性と限界に対し





まず European Pact の基本理念が，次のように披瀝された。
































Europe of asylum を構築する。⑤移民と開発のシナジー効果の強化に向
けて包括的なパートナーシップを構築する。
ついで European Pact の５原則が，次のように謳われた。
（１） 合法移民に関しては，各 EU 加盟国は，入国条件，居住条件，受け入れ
人数等を決定することができる。とはいえ，各 EU 加盟国は，自国の移
民政策が他の加盟国に及ぼす影響を考慮しなければならない。







（４） 難民に関しては，各 EU 加盟国が，難民の保護および難民認定の権限を
保持している。とはいえ，ハーグ・プログラムに基づき，Common Euro-









２００９年１２月，欧州理事会は，Stockholm Programme – An open and secure












（１） タンペレ・プログラムおよびハーグ・プログラムの実施を通じて EU は，




















（４） 正当な理由により EU へのアクセスを求める人々に対する，効果的かつ
効率的なアクセスの保証。
（５） European Pact on Immigration and Asylum を基礎とし，responsibility, soli-
darity and partnership を基本原理とするヨーロッパの構築。
（６） AFSJ の対外的次元の EU の全体的政策枠組みへの統合。
２０１０年６月，EU 閣僚理事会は，Council Conclusions on the follow-up of the
European Pact on Immigration and Asylum を採択した。それは，２００８年に採択





されたが，それらは連帯および公正な責任分担という原理 (principle of solidar-
ity and fair sharing of responsibility) に基づいて運営されるべきである。（２）EU
の排他的権限に属さない活動領域に関しては，EU は補完性原理を主導原理と
して行動するものとする。
ついで，European Pact on Immigration and Asylum で謳われた基本原則およ
び成果が，次のように再確認された。――（１）EU 共通移民・難民政策の実
施に際しては，EU の全体利益のみならず，各 EU 加盟国の個別利益も考慮す
現代資本主義の経済的，政治的，社会的，文化的矛盾
― ―６１








最後に，EU と EU 加盟国の双方が，＜合法移民，不法移民，そして移民と
開発＞という３つの活動領域間においてバランスを確保しつつ，シナジー効果







たたかな？）Arts of Diplomacy を駆使してその克服に成功し，長期的には，危
機をさらなる飛躍に向けた創造的な契機として活用していった。








































において EU 加盟国が，移民を AFSJ に対する脅威と認識していることは明ら














６） Boswell (2003) および Lavenex (2010) は，このような問題関心からの分析を試みている。
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８） ibid., p. 14.
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